
 

第４回名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）対策協議会 

 

 

 

        とき 平成 21 年 2 月 23 日（月）午前 9より  

    場所 御嵩町中公民館 ３階大ホール     

 

１ 開会 

 

 

２ あいさつ 

     

 

 

３ 報告 

(1) 名鉄広見線に関する動きについて 

 

(2) 名鉄広見線に係る潜在需要予測について 

 

(3) 名鉄存続による社会的便益の試算について 

 

 

４ 議事 

  (1) 名鉄広見線存続に向けての基本的な方向について 

 

   ・名鉄広見線の存続に向けて 

 

     ・経営収支の悪化の検証について 

 

     ・存続のための 2つの選択肢について 

 

     ・名古屋鉄道株式会社による継続運行に関わる基本方針（案）について 

 

 

 

５ その他 

 

 

 

６ 閉会 



   名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）対策協議会 名簿 
 
＜顧問＞ 
 岐阜県議会議員 小原 尚   岐阜県議会議員 村上孝志    岐阜県議会議員 渡辺猛之 
 
＜委員＞ 

  御嵩町 可児市 八百津町 

首長 御嵩町長 渡辺公夫 可児市長 山田 豊 八百津町長 赤塚新吾 

 

議会 

御嵩町議会議長 

       梅原 勇

可児市議会議長 

       柘植 定 

八百津町議会議長 

       滝上和美 

御嵩町議会名鉄路線対策
特別委員会委員長 

       木下四郎

可児市議会名鉄広見線対
策特別委員会委員長 

       可児教和 

  

 

教育関係者 
御嵩町教育長 丹羽一仁 可児市教育長 井戸英彦 八百津町教育長 後藤 收

可茂地区高等学校ＰＴＡ連合会 田原理香 

可茂地区高等学校校長会会長（岐阜県立可児高等学校校長） 石井昭司 

岐阜県立東濃高等学校校長 中島 潤 

岐阜県立東濃実業高等学校校長 足立司郎 

岐阜県立八百津高等学校校長 坂井俊郎 

 

経済関係者 
御嵩町商工会 谷口鈴男 可児商工会議所 桑下和弘 八百津町商工会 佐合重光

御嵩町観光協会 

       伊崎公介

可児市観光協会 

       林 則夫 
  

住民代表者 
御嵩町自治会長連絡 

協議会    福嶋壽雄

可児市自治連絡協議会 

      伊佐治昭男 

 
＜関係者（指導・助言）＞ 
 国土交通省中部運輸局鉄道部長 渡邉正文    岐阜県都市建築部公共交通課長 岡田芳和 
 
＜事務局＞ 
 御嵩町総合政策課  課長 鍵谷昌孝  係長 小木曽昌文 
 可児市総合政策課  課長 古山隆行  係長 纐纈新吾 
 八百津町地域産業課 課長 脇山泰男  課長補佐 岩井 満 
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１ 名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）に関する動き（前回会議 12 月５日以降） 

◆平成 20 年 12 月 18 日 

平成 20 年 12 月 5 日の第 3回名鉄広見線対策協議会の協議結果を踏まえ、名古屋鉄道株式会

社に対し、沿線関係市町の三首長（御嵩町長、可児市長及び八百津町長）が名鉄広見線に対す

る考え方についての回答書を手渡した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

名広対第６号     

平成 20 年 12 月 18 日 

 

名古屋鉄道株式会社 

代表取締役社長 木下 栄一郎  様 

 

名鉄広見線(新可児駅～御嵩駅)対策協議会 

会長  御嵩町長 渡辺 公夫 

 

名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）に対する沿線関係市町の考え方 

について（回答） 

 

師走の候、貴社におかれましては益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。 

さて、名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）の利用促進や費用削減、維持存続に向けての必 

要な事項を検討するため、昨年 6月 21 日に貴社及び御嵩町、可児市の三者で名鉄広見線対 

策協議会を設置し、協議・検討していた中、同年 11 月 2 日に同協議会幹事会にて貴社から 

「今のままではこの路線を維持できない。来年 12 月末までに沿線自治体としてこの路線に 

ついての考え方を示してほしい。」と回答を求められました。 

このため、沿線市町である御嵩町及び可児市は、八百津町に参画願い、行政、議会、高 

等学校等教育関係者、自治会関係者、商工・観光関係者などで組織した名鉄広見線（新可 

児駅～御嵩駅）対策協議会を立ち上げ、この問題について協議を重ねてきました。 

また、この間に行った名鉄広見線の利用促進に向けた基礎調査などの結果からは、沿線 

住民の多くが運行の継続を望んでいること、利用者の 40％余りが廃止された場合に代替交 

通手段がないこと、御嵩町及び可児市の住民には広見線が存在する価値への思いが強いこ 

とが分かりました。 

さらに、沿線住民による存続要望や署名活動が活発に行われており、先般２万人余の署 

名が貴社に届けられたところであります。 

沿線関係市町として名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）の存続を図りたいと考え、下記の 

とおり回答しますので、よろしくお願いします。 

 

                       記 

 

関係市町が何らかの支援を行うことを含め、存続に向けて具体的な協議をお願いします。 

現在のところ、現状のまま貴社による運行、上下分離方式による運行形態へ移行の２つ 

を選択肢と考えておりますが、運行形態や沿線関係市町として可能な支援策等について、 

貴社からも具体的な提案や情報提供をよろしくお願いします。 
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２ 名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）に係る潜在需要予測について 

   沿線住民アンケート調査結果を基に、広見線利用者の潜在需要を算出した。 

   ・区間利用者数 692 人／日 

   ・区間輸送密度 593 人／日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 名鉄存続による社会的便益の試算について 

  名鉄存続による社会的便益を試算すると、初年度で約 3億 2,100 万円（基金）又は 3億 9,600

万円（税金）の便益を見込むことができる。 

 

   社会的便益の概要（自動車代替との比較）          単位：百万円 

便益項目 鉄道便益 

鉄道利用者便益 
① 総所要時間短縮便益 ▲592 

② 総費用節減便益 674 

地域社会便益 

③ 道路交通混雑緩和便益 394 

④ 交通事故削減便益 7 

⑤ 環境改善便益 37 

⑥ 存在効果便益  
（基金）

36

（税金） 

111 

⑦ 供給者便益 ▲235 

 計 321 396 

アンケート調査に基づく潜在需要見込み（駅間潜在量：人／日） 

  新可児 明智 顔戸 御嵩口 御嵩 計 

新可児   46 27 114 145 332 

明智 46     4 8 58 

顔戸 27       2 29 

御嵩口 114 4       118 

御嵩 145 8 2     155 

計 332 58 29 118 155 692 

                       名鉄広見線の利用促進に向けた基礎調査より算出 

（注） 輸送密度とは：路線１km・１日当たり平均してどの程度の乗客が利用しているかを示す指標で、

路線の実質的な利用度合を表す指標である。（輸送人員は輸送距離を考慮していない数字である 
ため，いくら輸送人員が多くても利用距離が短ければ輸送密度は低くなる） 
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  便益項目について 
   ①総所要時間短縮便益 

    自動車で移動した場合に要する時間と比較した所要時間の差に時間価値を乗じた値 
    ②総費用節減便益 

     自動車で移動した場合の費用の差（代替手段を持たない人はタクシー利用を想定） 
   ③道路交通混雑緩和便益 

     道路混雑に応じた自動車の走行経費の差 
  ④交通事故削減便益 

     自動車の総走行距離の変化に応じて生じる交通事故確率の変化を貨幣換算 
  ⑤環境改善便益 

     交通量に応じて増加する二酸化炭素（CO2）と窒素酸化物（NOx）の量の差を貨幣換算 
  ⑥存在効果便益 

     路線の存続のために、「市町の予算（税金）からの財政支援に賛同した場合」と「基    

     金の設置による財政支援に賛同した場合」のそれぞれの支払額等からの算定額    

      ～名鉄広見線の存在価値に関する住民アンケート調査結果より算定～ 

  ⑦供給者便益 

     鉄道サービス供給のための費用 
     

 

４ 名鉄広見線（新可児駅～御嵩駅）存続に向けての基本的方向について 

 

（１）名鉄広見線の存続に向けて 

 
◎将来のまちづくりに重要な役割を果たす名鉄広見線（都市的必要性） 

・ 高齢社会に向けての公共交通機能の重要性 
・ 世界的潮流となっている低炭素地域づくり 
◎存続を望む市町の住民（ｱﾝｹｰﾄ調査による住民にとっての必要性） 

・ 運行継続が必要 約 95％（沿線住民） 

・ 名鉄広見線(新可児駅～御嵩駅)利用者のうち、代替手段が無く移動できなくなる。 
           ・・・約 41％(高校生) 約 44％(高校生を除く) 

・ 財政支援について「支援すべき」「財政支援はやむを得ない」 
・・・合わせて約 65％(全域市町住民) 

 
 
 

○ 第 3 回協議会での意思決定 

名古屋鉄道株式会社に対し沿線関係市町が何らかの支援を行なうことを含め、 

存続に向けた具体的な協議調整を行なう。 

 

   ◎名鉄存続による社会的便益試算によると、初年度で約 3 億 2,100 万円（基金）又は 3 億 9,600   

    万円（税金）の便益を見込むことができる。 
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（２）経営収支の悪化の検証について 

利用者減少に歯止めがかからず、経営収支が悪化している。その具体的な収支の構造を運行距離が、

ほぼ等しい富山ライトレールと比較して整理すると以下のとおりとなる。 
 
○ 利用者の内訳（１８年度） 

収益率の低い通学定期が 52.7％を占め、収益率の高い定期外が 20.5％しかなく、富山ライト

レールとは全く逆の構造となっている（さらに定期割引率は名鉄の方が高い）。 

運行主体 
輸送実績（乗車人員）：万人／年度 輸送密度 

人／㎞・日 
路線延長

通勤定期 通学定期 定期外 合計 

富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ  
38.8 29.5 126.2 194.5 

3,601 7.6 ㎞
（19.9％） （15.2％） （64.9％） （100％）

広見線  
29.0 57.0 22.1 108.1 

2,257 7.4 ㎞
（26.8％） （52.7％） （20.5％）  （100％）

上段：平成 18 年鉄道統計年報より得た値 

 
○ 収入の内訳（１８年度） 

富山ﾗｲﾄﾚｰﾙとの比較は利用者構造の相違により、輸送実績で 56％、輸送密度 63％であるのに対

し、営業収入額は 35％程度にとどまり約 1億 8,000 万円少ない。 

運行主体 
旅客収入：千円／年度 運輸雑収など 

千円／年度 

総合計 

千円／年度通勤定期 通学定期 定期外 手小荷物 合計 

富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ 
40,820

（17.9％）

21,419 

（9.4％） 

166,032

（72.7％）
0 

228,271

（100％）
47,460 275,731 

広見線 
23,011

（27.1％）

21,041 

（24.8％） 

40,800

（48.0％）

78

（0.1％）

84,930

（100％）
10,595 95,525 

（注）運輸雑収は構内営業料や広告料収入などである。 
 

○ 収支の比較（１８年度） 

営業費用は、富山ライトレールの 87％程度であるが、営業損失は 2倍以上 

運行主体 
営業収入計 

千円／年度 

 営業費用：千円／年度 
営業損益 

千円／年度人件費 修繕費 経 費
一 般

管理費
諸 税

減 価 

償却費 
合計 

富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ 275,731 144,032 94,759 50,306 79,869 7,294 785 377,045 △ 101,314

広見線 95,525 178,881 35,497 34,333 22,151 14,511 44,364 329,737 △ 234,212

 
○ 広見線の利用者の 5 割が定期割引率の高い通学利用者であり、収益構造が極めて悪く、利用者も

少ない。通学以外の日常的な利用の少なさが収支悪化の主な原因である。 
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（３）存続のための２つの選択肢について 

  

 ①名古屋鉄道株式会社による継続運行 

  

 ②第３セクター等の新会社による新たな運行 

・ 第 1種事業（鉄道施設を保有し、運行も行なう。） 

・ 第 2種事業（名古屋鉄道株式会社と施設借用契約を結び、運行だけを行う。） 

・ 第 3種事業（鉄道施設を保有し、運行は名古屋鉄道株式会社等ほかの事業者が行う。） 

 

  第３セクター等の新会社による新たな運行による収支計算は、現在の利用者がそのまま利用を継続

し、かつ、アンケート調査に基づく潜在需要を全て見込み(692 人／日)、さらに運賃を 1.5 倍（例：

定期外 現行 290 円⇒430 円）として算定したとしても大幅な赤字収支となり、選択肢となり得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１種事業 

５年間の損益累計額：約－９億円（減価償却費含む。） 

項　　目 平21 平22 平23 平24 平25

収　　入　　計 0.00 189.62 189.65 189.61 189.61

支　　出　　計 73.83 279.34 270.60 265.70 262.02

減 価 償 却 費 123.24 111.09 100.30 90.69 82.13

当期償却後損益 -197.07 -200.81 -181.25 -166.78 -154.54

償却後損益累計 -197.07 -397.88 -579.13 -745.91 -900.45

(単位：百万円）

減価償却後損益累計

-2500

-2000

-1500

-1000

-500

0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

経過年次

百
万
円

■第２種事業 

５年間の損益累計額：約－３億円（減価償却費含む。） 

項　　目 平21 平22 平23 平24 平25

収　　入　　計 189.61 189.63 189.61 189.61 189.61

支　　出　　計 258.00 258.00 258.55 259.58 260.63

減 価 償 却 費 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

当期償却後損益 -68.39 -68.37 -68.94 -69.97 -71.02

償却後損益累計 -68.39 -136.76 -205.70 -275.67 -346.69

(単位：百万円）

減価償却後損益累計

-1200
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-800
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-200

0
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（４）名古屋鉄道株式会社による継続運行に関わる基本方針（案）について 

 

○ 名鉄広見線が存続するための条件 

名鉄広見線が存続するために必要な条件は、利用者を増加させ、収支改善することであり、こ

の条件が満たされない限り、累積赤字は増大し、存続は担保できない。 

したがって、検討の焦点は、どうやって利用者を増加させるかであり、その増加のための具体

的施策を市町がどのように打ち出せるかということになる。 

 

○ 公共と民間の役割分担の明確化 

 

 

 

 

 

○ 市町と名鉄の役割分担 

      

＜需要拡大の可能性と今後について＞ 

 名鉄広見線のサービス水準を公共資金投入により格段に向上させ、鉄道需要を拡張するためには、自

動車その他から鉄道利用に転換しうる交通需要の存在が大前提となる。 

 この需要について、第４回中京都市圏パーソントリップ調査（H13 年）資料によれば、可児市中心部

と御嵩町間の交通だけでも 1日約 7,500 人（自動車 6,600 人、鉄道 400 人など）の交通が存在し、自動

車利用者の 10％、つまり住民が 10 回の移動のうち１回でも鉄道を利用する習慣が定着すれば、現在の

利用者の 1.2 倍となり、かつ、それらの利用者は収益性の高い定期外利用者となる。 

 沿線市町のまちづくりや暮らしに必要な鉄道を存続していくためには、住民一人ひとりの交通行動を

変えていくことが鍵であり、今後はそのための施策を関係者が協力しながら展開し、名鉄広見線の存続

をめざすものとする。 

○市町：需要を喚起し、利用者を増やす施策の主体的な取り組み

○名古屋鉄道：運行サービス提供と市町の施策への協力・参画

役割分担

サービスの向上 住民啓発 まちの魅力・観光 運行支援

利用者の増加・収支改善のための支援

（例）　増便
駅端末接続（P&Rなど）
駅舎活用案内
犬山・JR接続など

（例）　モビリティーマネジメント
交通環境学習
広見線の日
インセンティブ(ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ)

（例）　観光案内機能充実
名古屋市等連携
花フェスタの活用
中山道等史跡活用

支援方針

・民間は、一定の需要を前提にサービスを提供する。 

・公共は、当該民間サービスがその市町にとって必要とする場合は、需要を増加させるための

 支援を行う。また、必要によりその支援の成果が出るまでの間、運営に対する支援をする。

運行費支援 
















































